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（様式－１ 表紙） 
  

 １ 調査名称：柳川市都市計画道路交通計画業務 
 
 
 
 ２ 調査主体：柳川市 
 
 
 ３ 調査圏域：柳川都市圏 
 
 
 ４ 調査期間：平成２１年度 
 
 
 ５ 調査概要： 

   柳川市の長期未着手の都市計画道路について多様な観点から評価を行い、将来

の社会動向や交通量からの必要性などをみながら、計画廃止や存続など新たな都

市計画道路網の原案を作成したものである。 
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（様式－２ａ 調査概要） 
 
Ⅰ 調査概要 
 
 １ 調査名   柳川市都市計画道路交通計画業務 
 
 
 
 ２ 報告書目次 
 

1． はじめに  

1-1 検証の趣旨 

1-2 都市計画制度とは 

1-3 都市施設とは 

1-4 都市計画道路（街路）とは 

 

2． 都市計画道路見直しの必要性  

2-1 柳川市の都市計画道路の現状 

2-2 都市計画道路見直しの必要性 

3． 検証に際しての基本的な考え方 

 

4． 検証結果 

4-1 都市計画道路変更（案） 

4-2 検証結果（変更理由）  

 

 

 
    参考資料 
  路線別検証カルテ 
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                                                      （様式－２ｂ 調査概要） 
 
 ３ 調査体制 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ４ 委員会名簿等： 

内訳 所属・役職名 役職名 氏   名 

会長 
福岡大学工学部社会デザイン工学科 

（専門分野：都市計画、交通計画） 
教授 井上 信昭 

副会長 
道守柳川ネットワーク 

柳川市都市計画マスタープラン策定委員会

代表 

副会長 
山田 三代子

委員 
北九州市立大学法学部法律学科 

（専門分野：行政法、地方自治法） 
教授 岡本 博志 

委員 南筑後県土整備事務所  
地域整備企

画監 
田中 吉春 

委員 柳川まちづくりネットワーク 事務局長 古賀 和範 

委員 
福岡県タクシー協会筑後支部 

柳川大川大和部会 
部会長 高須 正隆 

委員 
柳川市行政区長代表委員協議会 

柳川市都市計画マスタープラン策定委員会

会長 

委員 
小野村 猛 

委員 
柳川商店街振興組合 

柳川市都市計画マスタープラン策定委員会

理事 

委員 
戸田 昇 

委員 柳川市議会議員   近藤 末治 

委員 建設部長   蒲池 康晴 

 

柳川市都市計画道路見直し検討委員会（委員会） 

（会長：福岡大学教授 井上信昭） 

柳川市都市計画道路見直しに関連 事務局 

（柳川市建設部まちづくり課まちづくり計画係） 
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（様式－３ａ 調査成果） 
 
Ⅱ 調査成果 
 
 １ 調査目的 

柳川市の都市計画道路は、計画決定から４０年以上経過している路線が大半で

あり、計画された延長３６．５㎞のうち約４割が未着手となっている。市のまち

づくりの方向性と大きくかい離した路線や国鉄駅の廃止など計画当初の状況と大

きく変化した路線もあり、今後の都市計画道路網のあり方を見直す必要がある。

 平成２０年度に「柳川市都市計画マスタープラン」を策定し、７路線の都市計

画道路について、見直しの方向性を示している。福岡県における都市計画道路の

見直しの方針を示した「福岡県都市計画道路検証方針」を参考に詳細な検証を行

った。 
 
 
 
 
 
 ２ 調査フロー 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

福岡県都市計画道路検証方針の策定 

都市計画道路カルテの作成 

個別路線の必要性及び 

実現性に関する評価 

都市計画道路網としての総合検証 

見直し候補路線 

都市計画変更（案） 

都市計画決定（廃止・変更）手続き 

検討結果の公表 

＜都市計画道路検証・見直しの流れ＞

＜今後の必要作業＞ 

パブリックコメント等 

路線概略検討/交差点計画設計 

都市計画変更図書作成 

将来交通量推計 

○○○○ 今回の業務項目 

 

検証詳細 
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 ３ 調査圏域図 

   柳川市は、柳川都市計画区域（柳川市のみで構成）に属し、市全域が、非線引

きの都市計画区域である。柳川市は、北部と南部の市街地に用途地域を指定して

いる。大半が用途地域の指定のない都市計画区域である。 
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（様式－３ｂ 調査成果） 
 ４ 調査成果 

 

 （１）将来交通量の推計 
 推計の結果を政令で定める設計基準交通量で判断した場合、2車線の路線では、1日の

交通量が１万台以下であれば交通量としての問題（渋滞など）は許容される範囲内とさ

れている。未整備の都市計画道路を全て廃止した場合に２車線で１万台を超える路線は

有明海沿岸道路および同側道、久留米柳川線となっている。このうち有明海沿岸道路お

よび同側道については、本線 4車線の供用開始により解消できると考えられる。久留米

柳川線については1万台を若干超えているものの、4車線の事業化は厳しい程度であり、

今後の人口減少を考えると問題ないと考えられる。 

 

   ■現計画どおりに整備された場合 
（平成３７年既定計画道路網・有明海沿岸道路本線：大和南IC以北暫定整備） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

凡例 

■交通量ランク 
 

200 百台/日以上 

200 百台/日未満 

150 百台/日未満 

125 百台/日未満 

100 百台/日未満 
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   ■見直し候補路線（区間）を全て整備しないことによる影響 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

凡例 

■交通量ランク 

200 百台/日以上 

200 百台/日未満 

150 百台/日未満 

125 百台/日未満 

100 百台/日未満 

■図中数字 
対象路線が整備されないこと

による影響(交通量の増減) 

 

＋：対象路線が整備されない場

合、交通量が増加（負荷が大

きくなる） 

－：対象路線が整備されない場

合、交通量が減少 
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 （２）多角的な検証（路線別検証カルテ） 
    柳川市都市計画道路検討委員会を立ち上げ、学識経験者や地元住民など幅広い

視点から、多角的な検証を行った。 
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（３）都市計画道路変更（案） 
    柳川市都市計画道路検討委員会の検証による答申を次のように受けた。 

なお、市の方針については、平成 22 年度に、委員会答申を受け、庁内幹事会を 

立ち上げ、最終的に取りまとめる。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市計画道路変更図（案） 

 


